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我が国は現在、巨大自然災害の切迫、安全保障環境の悪化という社会基盤に多大な影

響を及ぼす危機に加え、トラック物流 「2024年問題」や、今後本格化する国内旅客路

線の小型化に伴う航空貨物輸送力の低下という複合危機に直面している。有事の迅速な

輸送能力確保が急務となる一方、公的な防衛・防災装備のみで十分な機数を確保するこ

とは、近年の装備品全体の高価格化も相まって、限られた予算の枠組みの中では容易で

はない課題となっている。本研究は、民間航空業界で導入が加速する中型旅客機の貨物

改修機（P2F）を、平時は民間物流、有事には国の防災・救援任務に活用する「官民両

用（デュアルユース）」構想の実現可能性と戦略的意義を分析したものである。これに

より、拠点空港間の大量輸送能力を補完し、公的コスト最適化と危機管理上の合理性が

高まる。さらに、日本独自の災害対応改修技術（QC システム）の確立と追加型式設計

承認（STC）取得は、経済産業省が掲げる「次期民間旅客機開発」に向けた設計・認証

人材の維持・育成の足掛かりとして極めて重要な意義を持つ。一方で、有事における民

間機活用の法的枠組みの欠如など構造的障壁も確認された。結論として、本構想は国家

の強靭性確保に向けた有力な選択肢であり、今後はシンクタンクとしての提言段階か

ら、最適なプラットフォーム（機種）の選定、オールジャパンによる推進組織の組成、

そして政府とのルール形成を牽引する「実行段階」への移行が急務である。 

本稿中に記載したデータ・数値等は、筆者が信頼できると判断した各種データに基づき作成・加工した
ものですが、その正確性・確実性を保証するものではありません。 
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1. はじめに 

我が国の安全保障および危機管理体制は、現在、かつてない重要な転換期を迎えている。

本研究の背景には、社会基盤に多大な影響を及ぼす以下の 3 つの複合的な危機が存在して

おり、これらが本構想の出発点となっている。 

1.1 研究の背景を構成する 3つの主要な課題（危機）  

第一の危機：巨大自然災害発生の蓋然性の高まりと初動 72時間の壁  

まず一点目は、巨大自然災害発生の蓋然性の高まりである。南海トラフ地震や首都直下地

震など、広範囲にわたるインフラの断絶を伴う大規模災害の脅威である。人命救助の極限の

タイムリミットとされる「発災直後（初動 72時間）」において、全国から被災地へ人員や物

資を大量かつ迅速に投入するための手段は、事実上航空機に依存せざるを得ない。具体的に

は、災害派遣医療チーム（DMAT）や自衛隊・消防の先遣隊のピストン輸送、人工透析患者

等のための浄水・電源ユニットの空輸、さらには被災地からの重症患者の広域医療搬送など、

一刻を争う多種多様な航空輸送ニーズが同時多発的に発生する。これらの任務を既存のヘ

リコプターのみでカバーすることは積載量と速度の面で物理的に限界があり、固定翼機（ジ

ェット機）による大量輸送網の確立が急務である。 

第二の危機：周辺安全保障環境の不確実性の高まりと輸送・ロジスティクスの肥大化  

次に、インド太平洋地域をはじめとする周辺環境の不確実性の高まりによる輸送需要の増

大である。予測困難な事態における部隊・物資の展開、海外からの邦人保護輸送、および広

大な領域警備における長期間の輸送・補給需要は、かつてない規模で増大している。現代の

複雑な危機管理シナリオにおいては、前線での活動と同等以上に、必要物資、燃料、交換部

品、そして人員を絶え間なく送り続ける「補給の持続力」が事態対処の成否を決定づける。

本州等の拠点から大規模なピストン輸送を想定した場合、公的な現有装備を補完する仕組

みが求められる。 

第三の危機：綱渡りで維持される物流網の脆さと「次世代・空陸一貫ネットワーク」創出

の必要性  

そして、働き方改革関連法の施行に伴う物流「2024年問題」は、現場の自助努力や効率化

だけでは限界を迎えつつある。さらに、今後の国内旅客路線の小型化に伴い、旅客便床下（ベ

リー）の貨物輸送力低下も避けられない見通しである。この構造的課題は、単なる既存輸送
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力の不足を補う『穴埋め』の発想では解決し得ない。今求められているのは、長距離の幹線

輸送を航空輸送へ大胆に転換し、限られたトラック運転手を近距離配送に集中させる「空陸

一貫の拠点集約型ネットワーク」への構造転換である。さらに、アジア経済圏との結節点と

なる地理的優位性を最大限に活かし、国内外の物資を集約・加工して双方向に展開する「新

たな越境物流ハブ」の構築等と掛け合わせることで、中型貨物機に対する新たな市場と需要

を、官民の力で意図的かつ戦略的に創出していくことが不可欠である。 

1.2 輸送能力の逼迫と官民協働への提言に向けて  

これら複合的な危機に対し、発災直後から機能する航空輸送能力の強化は喫緊の課題であ

る。現状では自衛隊や自治体の航空機材を中心とした対応が取られているが、公的セクター

における輸送力の供給には構造的な制約が存在する。長年運用されてきた中型戦術輸送機 

C-1 は老朽化により退役が進み、その後継機である C-2 輸送機は極めて高性能であるが故

に大型化・高コスト化1している。また、防衛省では老朽化した C-130H 等の後継機選定が進

められているが、航空機の高性能化や製造コストの上昇に加え、近年の為替変動や世界的な

インフレの影響により機体単価が高騰し、「防衛と防災のバランス」を考慮したうえで、経

済合理性のある投資が必要である。 

1.3 新たな司令塔「防災庁」の創設と一元的な輸送管理の必要性 

こうした公的輸送能力の間隙を埋め、「輸送の空白」を防ぐための重要な契機となるの

が、2026年中に設置される「防災庁」の存在である。平時から復旧・復興までを一貫して

担う司令塔の創設により、官民の垣根を超えた一元的な輸送管理が可能となる。防災庁が

中心となり、発災直後に民間機を迅速に「災害対応機」へ転換する仕組みを構築すれば、

災害派遣医療チームの輸送や広域医療搬送を全国規模で即時に展開できる。また、すべて

の装備を国が丸抱えする発想から脱却し、国が民間機を戦略的に活用（官民デュアルユー

ス）することで、平時の維持管理費を抑制し、限られた予算を「予防・減災」へ重点配分

することが可能となる。本研究が示す提案は、防災庁の設立を機に、民間企業に過度な負

担を強いることなく、平時のビジネス活性化と有事の強靭性強化を両立させる枠組みを模

索するものである。 

 

                                                   

 
1 防衛省の令和 5年度予算において、C-2輸送機は 2機で 597億円（1機あたり約 300億円）が計上されている。かつ

ての主力であった C-1（約 40億円）と比べ性能が飛躍的に向上した反面、調達コストは大幅に上昇している。 
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＜図表 1＞「日本版災害対応多用途航空機」構想の運用イメージ 

 

【出所：生成 AI（Google Gemini）により筆者作成】 

2. 「日本版災害対応多用途航空機」構想の定義と戦略的・産業的意義  

2.1 欧州における先行事例  

欧州各国では多用途機（エアバス A330MRTT2等）の導入が進んでいるが、一機数百億円に

上る非常に高額な装備であるため、単独保有を諦め機材を共同購入・保有し、出資比率に応

じて飛行時間を分け合う「共同保有・運用」の枠組みを創設した。日本においては、これを

平時は民間企業が資産として運用し、有事には国家の危機管理機材として組み込む「官民の

壁を越えた共同運用構想」として適用する。 

2.2 諸外国における官民連携の事例（米国 CRAF制度）と日本への適用課題  

米国では、有事の際に民間機を輸送に動員する CRAF（Civil Reserve Air Fleet）が半世紀以

上にわたり運用されている。平時においては民間航空会社が通常業務（商業運航）を行い、

国家緊急事態宣言などの発令時に段階的に輸送能力を政府へ提供する仕組みである。米国

の CRAF をそのまま日本に導入することを検討する際、まず直面するのは、日米間におけ

                                                   

 
2 Multi Role Tanker Transport：多用途空中給油輸送機の略 
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る前提条件の決定的な乖離である。両者の間には、主に以下の通り法的・構造的な相違が存

在する。 

比較項目 米国（CRAF） 日本（現状と課題） 

法的根拠 国防生産法等に基づく明確な徴用

権限 

武力攻撃事態法等に限定され、平時・グ

レーゾーンでの協力体制が未整備 

輸送基盤 大型貨物機が中心 国内旅客便の小型化に伴い、有事の貨物

輸送力が不足 

運航乗務員 予備役将兵を含むパイロットが多

く在籍 

完全な民間人であり、危険地域への飛行

に関する法的・心理的ハードルがある 

 

以上の法的根拠、輸送基盤、運航要員の身分における日米の構造的相違から、米国の CRAF

制度をそのまま日本に導入することは現実的ではない。我が国においては、強制力を伴う動

員ではなく、現行法体系の範囲内で民間事業者の予見可能性と事業継続性を担保しつつ、実

効性のある協力体制をいかに構築するかが最大の焦点となる。したがって、日本版 CRAFの

構築にあたっては、こうした日本の実情に即した『日本型パートナーシップ・モデル』を独

自に設計する必要がある。 

2.3 我が国における「日本版 CRAF」の構築に向けた提言  

前項の相違点を踏まえ、我が国が目指すべき官民連携モデルの要点を整理する。直近（2026

年 3月）において、主要航空会社が災害対策基本法に基づく「指定公共機関」に指定される

など、国と民間エアラインの連携強化は着実に前進している。しかし、大量の救援物資や大

型の医療モジュールを迅速に輸送するには、床下空間に限られる旅客機では物理的な限界

がある。本提言は、この官民連携の枠組みを「物流事業者が運用する貨物専用機（フレイタ

ー）」へと拡張し、平時のビジネス上の利点と有事の社会機能維持を両立させる『事前契約

型パートナーシップ』を中核に据える。具体的には、以下の 3 点を制度設計の柱とする。 

① 「従来の都度の協力要請」から「官民パートナーシップ」への転換 

単なる事後的な協力依頼に留まらず、平時から民間貨物機の導入を政府が財政的に

支援し、相互協力の枠組みとして有事の優先利用権を確保する「事前契約型モデ

ル」が現実的である。 

② デュアルユース機材の選定 
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公的機関の地上支援機材や国際標準パレットとの適合性を、機体導入段階から仕様

に組み込む『標準化』の合意が、有事の即応性を左右する。 

③ 物流問題との相乗効果 

前述の「空陸一貫ネットワーク」によって平時の地方経済を活性化させつつ、有事

にはそのインフラをそのまま分散型の補給拠点として機能させる「災害に強い物流

網」を構築する。 

2.4 プラットフォームとしての「中型旅客機の貨物改修機（P2F）」の優位性  

本構想は、我が国の国情と空港インフラ事情に最適化された「中型旅客機の貨物改修機

（Passenger-to-Freighter：以下 P2F）」をプラットフォームとして想定している。その戦略

的理由は以下の 3点に集約される。 

① 主要・地方拠点空港へのアクセス能力 

単通路機（ナローボディ機）を採用することで、2,000m級以上の滑走路と一定の路

盤強度（PCN3）を持つ全国の主要・地方拠点空港へのアクセスが可能となる。大型

公的輸送機がインフラの制約上アクセスしづらい地方拠点や、被災地の至近にある

空港へ直接アプローチし、輸送拠点を柔軟に構築できる。 

② 容積と航続距離の最適なバランス 

有事において、人員輸送用の座席パレットやストレッチャーを備えた医療モジュー

ルといった嵩張る「QC キット」を搭載する上で、十分な貨物室容積を持つ中型機は

優位性を持つ。また、周辺島嶼部への無給油往復を十分にカバーできる航続距離も

確保できる。 

③ 国内産業基盤の即時活用可能性 

P2F改修を実施するためには、厳格な国際整備認定を保有していることが前提とな

る。日本国内には、こうした基準をクリアしうる整備・改修会社の土壌が存在して

                                                   

 
3 PCN（Pavement Classification Number：舗装強度の等級番号）。国際民間航空機関（ICAO）が定める、滑走路や誘導

路などの路盤がどれだけの重量に耐えられるかを示す指標。重量の大きい大型軍用輸送機は PCNの制約を受けやす

く、乗り入れ可能な地方空港が限定されるケースがある。 
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いる。既存の産業基盤や人材を即座に活用した改修体制が整っていくことが期待さ

れる。 

2.5 迅速構成転換（QC）による官民デュアルユースとコスト低減  

本構想の中核は、日本独自の「迅速構成転換（QC：クイックコンバージョン）機能」の付

加にある。平常時、当該機材は運航会社が「貨物専用機」として保有・運航し、民間ビジネ

スの中で収益を上げながら維持される。これにより、前述した新たな物流構造を牽引してい

く。そして有事・災害時においては、国の正式な要請に基づき、拠点空港に備蓄された専用

の「QC キット」を数時間以内に装着し、「災害対応多用途機」へと迅速に運用形態を転換す

るモデルである。これにより、国は平時の維持・整備コストの大半を民間ビジネス基盤の中

で吸収させることができ、有事の利用対価と初期の改修費用のみに公的負担を最適化でき

る。 

＜図表 2＞「QC」イメージ 

 

【出所：生成 AI（Google Gemini）により筆者作成】 

2.6 戦略的・産業的意義 

「高価な公的輸送機（自衛隊機等）の温存と次期民間旅客機開発への貢献」 

⚫ 公的コスト・危機管理面 
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本構想の民間改修機は、舗装された拠点空港間の大量輸送を担う。これにより、高価な公

的大型輸送機等を後方輸送で消耗させることなく、未舗装地や前線に近い災害拠点への輸

送を担う本来の「戦術・救難任務」に専念・温存させることができる。また、前述の高い

空港アクセス能力を活かし、全国どこでも発災時に「輸送の空白」を生まない強靭なネッ

トワークが実現する。 

⚫ 産業面：「次期民間旅客機開発に向けた産業基盤の維持・高度化」 

 本構想が持つ最大の産業的意義は、経済産業省が 2024年に打ち出した『次期民間旅客機の

開発（日の丸ジェットへの再挑戦）』と直結する点にある。 現代の厳しい耐空性基準を満

たす QC システムを日本独自に開発し、追加型式設計承認（STC）を取得するプロセスは、

高度な設計能力と、国土交通省航空局（以下航空局）との緻密な認証調整を要する。過去の

旅客機開発中止により、国内の航空機設計・認証ノウハウの散逸が危惧されている中、本構

想は「次期旅客機開発に向けた実践的なエンジニア育成の足掛かり」として機能する。さら

に、開発した QCシステムは、災害多発国や島嶼国向けの P2F改修メニューとして、将来的

な海外輸出の強力な武器となり得る。 

3. 各プレーヤーの役割と参画に向けた必要・十分条件  

本構想を実際のビジネス・プロジェクトとして実行フェーズに乗せるためには、各ステー

クホルダーが参画を決断するための「条件」を満たす必要がある。 

3.1 【設計／開発企業】の参画条件  

本構想の技術的な成否は、標準的な P2F機材には存在しない、強固で安全な「日本独自の

災害対応 QC システム」を国内主導で確立できるかにかかっている。 

⚫ 期待される役割 

高度な重力加速度4（G）耐性を満たす人員輸送用座席や、自律的な酸素・電源供給機能

を持つ医療モジュールなど、QC システムの基本・詳細設計の実施。着脱機構を担保し

                                                   

 
4 航空機の不時着時などに機体や乗員にかかる強い重力加速度（G）に対する構造的強度のこと。貨物専用機の中に人

員輸送用座席などを後付けする場合、乗員の生存空間を確保するため、前方への強力な衝撃（9Gや 16G等）に耐え、

床から座席が剥離しないような非常に強固な着脱機構の設計が求められる。 



 

 

                                          

 

 
Researcher Report 

 

9 

 

 

つつ貨物室床構造の補強などを行う大規模な設計変更と、航空局との折衝を通じた「追

加型式設計承認（STC）」取得の主導。 

⚫ 参画のための必要条件 

民間市場での需要が不確実な「災害対応」という特殊な QCシステムの開発に対し、国

による技術的基礎調査（FS）や実証開発の予算が継続的に措置されること。また、次

世代航空機開発へと繋がる「育成基盤」としての価値を経営層が認識できる枠組みが

必要である。開発完了後は、単なる国内向けにとどまらず、自然災害が多発する国・

地域等向けの中古機材改修市場を通じたグローバル展開という事業上の利点も期待で

きる。 

3.2 【整備・改修会社】の参画条件  

STC のエンジニアリングデータに基づき、機体構造の改修や各種システムのインテグレー

ション（統合）といった高度な実機改修作業を施工する実働部隊であり、有事の際の即応体

制を支えるキープレーヤーである。 

⚫ 期待される役割 

対象機種の P2F改修ライセンスを保有する海外企業からの技術導入と、国内格納庫にお

ける実作業（改修・システム統合）の実施。有事には拠点空港へ整備士を派遣し、数時

間以内で換装を完了させる即応体制の維持。 

⚫ 参画のための必要条件 

初期段階では「災害対応機」の改修・整備は、少数機と見込まれるため、通常の民間

物流向けの改修事業が継続的に受注でき、工場が稼働し続ける安定的な受注基盤が前

提となる。 

3.3 【保有・運航会社】の参画条件  

改修された機体の実質的な保有・運航会社として、平時の民間物流ビジネスを成立させ

る中核組織である。 

⚫ 期待される役割 
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【平時】機体の保有・運航を通じ、国民生活を支える「空陸一貫ネットワーク（物流イ

ンフラ）」を安定的に維持すること。 

【有事】国の要請に基づき商業運航を一時停止し、機体および運航乗務員を国家の危機

管理対応へ提供すること。 

⚫ 参画のための必要条件 

✓ 初期投資リスクの軽減（官民の合理的な費用分担） 

有事用の特殊機能の保有を、民間企業単独の負担とするのではなく、防災・救援特化

の初期設備投資については、補助金、税制優遇、官民ファンドによる機体リース等の

財政支援を通じ、事業者の負担を低減し事業継続性を担保する「合理的な費用分担」

が不可欠である。 

✓ 法的・経済的なセーフティネットの完備 

企業が株主への説明責任を果たせるよう、有事動員に伴う「ビジネス機会損失」「機

体損壊」の補償、さらには民間乗員への「身分保障・危険手当・生命保険の特例措

置」に関する網羅的な法制化が求められる。 

✓ 平時における機材稼働率の最大化（事前契約型モデル） 

本機材を持続可能な社会インフラとして定着させるため、平時の公的輸送（特殊貨

物、郵便、緊急支援物資など）の入札において優先活用するなど、官民のニーズを統

合して機体稼働率を高く維持する制度設計が必要である。 

3.4 【政府・関係省庁】の役割と参画条件  

本構想の最大の推進役であり、日本における新たな危機管理の制度設計を担う主体である。 

⚫ 期待される役割 

防災庁を中心に防衛省、国土交通省、経済産業省、内閣官房などを巻き込んだ「省庁

横断的なタスクフォース」の形成。防衛需要、航空法規制・インフラ整備、産業基盤

育成という 3つのベクトルを統合した特例法の整備と、複数年度にわたる安定的な予

算措置の実行。 
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⚫ 主導のための必要条件 

民間機材を自衛隊の補給網に組み込むことが、有事の同盟国との「相互運用性」にお

いて作戦遂行上のリスクにならないかの検証が必要となる。また、平時から民間資源

を活用することに対する国民的理解の醸成と立法作業が求められる。 

4. 実現に向けた構造的課題の分析  

前章の「参画条件」の裏返しとして、本構想を社会実装する上では、技術・法制・地政学

の 3つの領域において乗り越えるべき課題が存在する。 

4.1 技術・産業基盤における課題（STC取得プロセスの壁）  

現代の厳しい耐空性基準をクリアする「日本独自の QC システム」をゼロから開発し、認

証を得るプロセスである。非常着陸時にも乗員の生存空間を確保する高 G 耐性の座席パレ

ットを設計し、それを貨物室の床構造に強固に、かつ「短時間で着脱可能」に固定する特殊

な機構が必要となる。旅客機の貨物室は本来、乗客の命を守るための厳格な安全基準を前提

に設計されていないため、貨物専用機の中に一時的とはいえ「人間の生存空間」を構築し、

それを航空当局が認可するまでのプロセスは難易度が高い。フロアグリッド（床下の骨組み）

の構造計算のやり直しから、火災検知システムの連動テストに至るまで、機体の再設計に等

しい労力が求められ、この大規模な設計変更に対する STC 取得プロセスは、国内航空機メ

ーカー等の知見を結集しなければ突破できないハードルである。 

4.2 法制度・運用体制における課題（日本版 CRAFに相当する制度の未整備）  

平時に民間が保有する機体を有事において国の指揮下に入れる法的枠組みが未整備であ

る。民間操縦士の身分保障、機体の損害補償に関する網羅的な法整備が急務である。加えて、

拠点空港に専用キットを分散備蓄し、有事の発動と同時に即座に換装・運用開始する「強靭

な物流網」の実効性ある運用設計は、本構想の根幹を成す課題となる。 

4.3 国際政治・外交安全保障上の課題（地政学リスク）  

我が国の自衛隊の装備体系は、米軍との相互運用性を最優先として構築されてきた。複雑

な安全保障シナリオを想定した場合、民間活用とはいえ重要な補給基盤の選定においては、

有事における同盟国との補給線の共有や技術支援の連携等について、慎重な評価と擦り合

わせが求められる。 
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5. 今後の展望と実行段階への移行 

本構想を提言レベルから「社会実装の段階」へと移行させるため、段階的アプローチに基

づくプロジェクトを推進支援するパートナーが必要である。 

ステップ 1：「オールジャパン」推進組織の組成 

国内航空機メーカー、国内整備・改修会社、物流事業者を特定し、最適な陣容による

検討組織の構築を支援・組成する。 

ステップ 2：技術的基礎調査（FS）および制度形成の進行管理 

防災庁（設置準備室）、内閣府、内閣官房や関係省庁（インフラと航空局を管轄する国

交省、次期旅客機開発を主導する経産省、そして防衛需要を担う防衛省）との協議体

制を立ち上げる。QC システムの技術的成立性の調査に向けた予算獲得を推進するとと

もに、有事活用のための特例法整備に向けたプロジェクト管理を牽引する。 

ステップ 3：最適プラットフォーム（機種）の客観的選定 

航続距離、貨物室容積、インフラ制約（滑走路長・PCN）の技術的要件に加え、物流事

業者が平時のビジネス基盤として活用する上で最もニーズに合致する P2F改修プラッ

トフォームの選定を、客観的な視点で実施する。 

＜図表 3＞オールジャパンによる実施体制（コンソーシアム）案 

 

【出所：生成 AI（Google Gemini）により筆者作成】 
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6. おわりに  

本研究で論じた「日本版災害対応多用途航空機（MRT）」構想は、単なる輸送力の確保

に留まらず、防災庁という新たな司令塔の下、官民の英知を結集して「救える命」を確実

に救うための社会システム改革である。同時に、数々のハードルを官民一体となって乗り

越えていくプロセスそのものが、国内航空機産業を再起動し、次期旅客機開発への布石と

するための重要な国家プロジェクトとしての意義を有している。複合的な危機が目前に迫

る中、既存の行政区分や単一企業の枠組みにとらわれている猶予は残されていない。限ら

れた国家予算の中で防衛・防災の危機対応力を高める最適解は、民間が持つ機材とビジネ

スの活力を、安全保障と危機の枠組みにシームレスに統合することである。本構想が内包

する社会的使命と事業機会を各企業が前向きに評価し、推進組織を通じた実証・ルール形

成段階への速やかな移行に向け、本レポートが建設的な議論の契機となることを期待す

る。 
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